
令和元年度～令和５年度観測研究計画

課題番号：NGY 02

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

南西諸島海溝におけるプレート間固着状態の解明

（３）関連の深い建議の項目：

2地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生の新たな長期予測

ア. 海溝型巨大地震の長期予測

（４）その他関連する建議の項目：

1地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明

地震

(3)地震発生過程の解明とモデル化

ア. 地震発生機構の解明

4 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究

(2) 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究

5 研究を推進するための体制の整備

(3)研究基盤の開発・整備

イ. 観測・解析技術の開発

（５）総合的研究との関連：

（６）平成 30年度までの関連する研究成果（または観測実績）の概要：
新規研究

（７）本課題の５か年の到達目標：

　南西諸島海溝の中南部では、1791年と 1771年にそれぞれ沖縄本島南東沖と先島諸島南方沖で津波

を伴うＭ８クラスの海溝型巨大地震が発生したとして海溝軸近傍に津波の波源域が求められている。

特に 1771年の地震は八重山地震として知られている。したがって、南海トラフの延長である南西諸島

海溝も、低頻度であっても海溝型地震の発生ポテンシャルを有していると考えられる。しかし、地球

物理学的観測による現在のプレート間固着状態や固着域の広がりは明らかになっていない。そのため、

地震本部による海溝型地震の長期評価も手つかずの状態である。よって、プレート間固着状態の現状

把握が急がれる。

　そこで、GNSS?音響方式による海底地殻変動観測（以下、単に「海底地殻変動観測」という）によっ

て実測したすべり欠損レートをもとに、沖縄本島から先島諸島にかけての海域における大まかなプレー



ト間の固着域の広がりや固着率（固着の有無を含む）を５ヶ年で明らかにする。さらに、低周波地震・

超低周波地震の分布・活動度等もふまえて、当該海域のプレート間固着状態を統一的に解釈し、同海

域における海溝型地震の発生ポテンシャルの評価に生かす。

（８）本課題の５か年計画の概要：

〇海底地殻変動観測と固着状態の把握

　南西諸島海溝沿いに既に設置されている３ヶ所の観測点（沖縄本島―宮古島間２ヵ所；西表島沖１ヵ

所）において海底地殻変動観測を実施する。沖縄本島―宮古島間では初年度から４年目まで年１回、

西表島では２年目から４年目まで年１回の観測を行う。特に、沖縄本島―宮古島間は島嶼が存在せず、

地殻変動観測の空白域となっている海域であり、これらの点での観測を本研究で新たに開始する。

　５ヶ年の観測で得たデータをもとに各観測点での平均的な変位速度を求める。得られた海域の変位

速度場と GEONETによる陸域の変位速度場をもとにバックスリップモデルを適用し、プレート境界面

上のすべり欠損レートを推定する。その際、フィリピン海プレートの運動は MORVELによるモデル

を採用する。以上により、対象海域におけるプレート間固着の状態と分布を明らかにする。

〇プレート間固着の統一的解釈

　プレート間の固着度合いは、低周波地震等のひずみ解放現象の活動度と相補的であると考えられる。

また、超低周波地震の潮汐荷重応答の地域性からプレート境界面の滑りやすさ（固着度合い）に違い

があるとの報告がある（Nakamura and Kakazu, 2017）。そこで、海底地殻変動観測を実施する約５年

間について、低周波地震（気象庁の短周期地震計記録を利用）および超低周波地震（F-net等の広帯域

地震計記録を利用）の系統的な解析を行い、それらの活動域と活動度を把握するとともに、超低周波

地震の潮汐荷重応答の詳細な地域性を明らかにし、海底地殻変動観測結果とあわせてプレート間固着

状態を統一的に解釈する。

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
田所敬一

他機関との共同研究の有無：有

琉球大学（中村 　衛）・静岡大学（生田領野）

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学環境学研究科

電話：052-789-3046

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：田所敬一 　

所属：名古屋大学環境学研究科


